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は　じめに
　近代以降において、同業者組織＝組合が取り上げられる場合、通常、その構成員である個人は、一
私企業の経営者としては独立して営業を続行しえないことが前提となっている。それ故、同業者組織
化政策は、中小乃至零細経営に対する保護の意味を含んでいる。本稿で扱おうとしている明治前期に
おいてもそのことは妥当する。
　しかし、明治前期は、維新を画期として封建的諸制度の解体と、資本主義的生産様式を発展させる
ための諸政策が推進される時期でもあった。しかも、それらは、未だ十分な政治的ならびに経済的支
配権を確立しえていない維新政府によって遂行されなけれぽならなかった。それ故に、当初は財政・
金融面での国家的統一をはかることが緊急の課題であった。また、世界市場にリンクされた結果、国
内の流通体制は大きく転換されると同時に、貿易における入超、正貨の流出を引き起こし、経済的不
安定性が助長された。したがって、経済的には、これらに対応して立案され、遂行された財政金融政
策、および貿易政策、「殖産興業」政策が、当時の政策基調を形成しており、同業者組織化政策も、
これらの諸政策との関連で把握されるべきであろう。
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　本稿では、以上の点に留意しながら、日本資本主義の「原蓄期」に、同業者組織化がいかなる意義
を付与されて推進されたのかを、同業組合に着目して検討したい。その際明治10年代に具体化され
てくる同業者組織化政策には、重要な輸出品である商品を扱う業種を対象とする場合と、一般の商品
を扱う業種で商人組織が中心である場合とは特に、いくつか重要な相違があることに着目して、検討
をすすめたい。
I　r株仲間」の解放
　維新政府が幕藩制社会から引き継いだ、流通過程上の重要な組織は「株仲間」であった。その基本
的性格は、権力に結びついた、独占的営業権を有する、問屋を中心とした同業者組織、ということで
あった。維新政府は当初、みずからの経済的基盤を確立しつつ、急速に資本主義化をすすめ、諸列強
に対応していかねばならなかった。それ故、生産面では、洋式機械・技術の導入、商品生産発展の促
進、流通面では旧制度・機構の改革をおこなわなければならなかった。しかしこの流通面での改革
は、直ちに自由な商品流通を保証するものへと進展したのではない。その理由は、一方では維新政権
が未だ確固たる財政的基盤を持つにいたっておらず、三都の旧特権商人に依拠せざるをえなかったこ
とによる。他方では、旧来の商慣習や流通体制は、基本的には生産力の上昇、商品交換の発展tlと領導
されながら変革されてゆくのであるから、一夜にして改革されがたいことによる。
　維新政府は慶応4（1868）年正月、「制度諸令一切先是迄の通」とし、同年3月、大阪において「市
中商業仲間組合有之候分先是迄之通被成置候間一商限株牒取調紙面草々可差出もの也」として、「株
仲間」等の存続を認めたD。これに前後して慶応3年12月に京都で、同4年閏4月に江戸で同旨のも
のが通達された。しかし、明治元（1868）年5月に出された「商法大意」では、きわめて趣を異にす
ることとなった。すなわち、「今度商法会所御建相成二付テ人諸問屋株ノ向ハ勿論総テ売買手広ニサ
セラレ度候条可心得事　一、売直段取極仲間定法ト唱候類取調ノ上御聞届不相成候得共職業出精定法
ヨリ下直二売買イタシ候儀人可為勝手事　一、諸商売二付其品為引当元手金拝借被仰付候…　一、諸仲
間ヨリニ人ツX人選イタシ肝煎ト唱へ名前サシ出可申事尤模様二寄是ヨリ被仰付候儀モ可有之事
一、諸株仲間取調ノ上人増減勝手タルヘキ事　一、是迄仕来候冥加金上納等ノ儀ハ御廃シ相成候取調
ノ上税法御定可被仰出候事」2）となっている。ここにおいては、価格協定、同業者数の制限、冥加金
上納といった旧来の「株仲間」の本質的機能を否定するにいたっているのである3）。当時は戊辰戦争
の最中であり、経済活動は混乱、衰微してきていた。それ故維新政府はこの状態の打開を求められて
おり、「政府自ラ低利ヲ以テ資本ノ貸付ヲナシ政府モ人民モ共二利ヲ得物産ヲ繁殖セシム」4）ために、
商法司が設立されるのである（明治元年閏4月）。しかし、設立意図としては、戦費調達などを含む
財源確保のため維新政府が発行した、「金札」を流通させることに力点が置かれていたとみるべきで
あろう5）。それ故に、商法司およびその管轄下の商法会所には、三井、小野、鴻池など三都の豪商か
ら人材が登用され、彼らの財力・信用力が必要とされたのである6）。したがって、前述の「商法大意」
に沿って認可された「諸仲間」に「金札」が貸与されていくのである。・そしてさらに、京都では同年
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8月に、従来の「仲間」のみならず、新規に「仲間」を結成しようとしている者たちにも申請書を出
させ、営業を認可した団体には「鑑札」を下付した。このことは、「金札」のより広範な流通を意図
しているのみならず、旧来の「株仲間」の営業独占や物価統制機能をさらに弱化させることも意図し
ていたのである。しかし、制度上の「株仲間」の否定と実際の効果は、分けて考えねぽならないであ
ろう。
　ところで、この「金札」を発行した維新政府は、未だ安定した政権とはなっておらず、しかも流通
に必要な通貨量を無視して大量に発行されたため（明治元年4月から2年5月までに48，000，000両も
発行された）7）、「金札」の信用力はきわめて弱く、打歩を生じ、ついには正貨100両につき「金札」
120両という交換率を政府みずから提起せざるをえなくなった。
　このような失敗のあと、その流通推進機関であった商法司、商法会所は廃止され（明治2年3月）、
かわって諸藩に対する統制強化、中央集権化による財政・金融の改革をはかる方向が生じてくる。す
なわち、版籍奉還による中央集権化と諸藩の物産会所廃止、政府による国産品販売の管轄である。そ
の任の一端を担ったのが通商司であり、明治2（1869）年2月に設置された。『明治財政史』第12巻
によれぽ、「当初ノ目的ハ専ラ外国貿易事務ヲ管理スル」ことで、わが国の商人の貿易慣習に対する
不慣れ、資本薄弱、取引に対する銀行等の後援機関未発達のため、「外国人ノ為二貿易上ノ利益ヲ墾
断セラル・ノ有様」を呈していたことや、各藩が「其産物会所ヲ開港場二置キ商業二従事」し、「中
央政府ノ収人ヲ減少セシムルノ恐アル」ことなどが設置の背景にあった。ちなみに諸藩の貿易にっい
ては、2月22日太政官達により「通商司へ相届免許状ヲ請候上ナラテハー切不相成」とされ、さらに
同年6月22日太政官達により「府藩県ヨリ産物売捌ト唱へ商会所取立役人出張米穀其外買占メ致シ諸
品追々不融通二相成商民一般ノ難渋不少候…右様ノ儀一切廃絶被仰付候」となった。そしてこの通商
司に、商法司廃止後は国内の流通機関統轄機能が付与されたのである（同年6月）8）。
　さて、通商司の下には、通商会社と為替会社があり、通商司の勧説により設立された各種の商社
は、通商会社を経て為替会社より融資を受けることができた。この各種商社は、外国貿易商社、市中
商社、諸国諸税品売捌商社、諸国物産商社に類別される。旧来の国内流通機構と最も関連のあるのは
市中商社であり、呉服、太物、米、薬種、薪炭、肥物、小間物などの売買に従来していた商人によっ
て結成された。彼らは従来同じ「株仲間」に属していた者と相結んで商社を結成したのである。ただ
し、その形態が「合本組織」9）であり、為替会社からの融資を受ける団体であった点で、「株仲間」と
は大きく性格を異にしていることに留意する必要があろう。しかし、結局この商社設立方式は、商人
側の商社に関する知識の欠如と、政府専掌的貿易体制に対する諸外国からの抗議、為替会社の発券機
能の制限（発行した「金札」の引替準備率の引上げ）、明治4（1871）年11月国立銀行条例制定によ
る為替会社の発券停止等によって破綻してしまうのである。かくて、通商司下での同業者組織化は成
功をおさめることができず、4年7月には通商司が廃止される。ただし、ここで留意すべきは、商
法司、通商司下での、「金札」の流通・金融機構の整備・物資流通の円滑化・貿易振興といった諸課
題の遂行は、同業者一般の組織化によって試みられたというよりも、むしろ、旧特権的大商人の資
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金・組織・信用を結集し、それに依拠して試みられたということである。そして、この方向は三井・
三菱をはじめとした、いわゆる「政商」の育成と不可分であったといえよう。
　いま一度「商法大意」布達以降の同業者組織に対する政策と実際の進行を振り返り、明治10年代に
いたる経過を概括しておこう。維新政府は、「商法大意」布達以降、同業者組織が排他的営業権を持
つことに関しては極力忌避してきたが、実際には「心得違ノ者」が跡を絶たず、その都度警告を発っ
してきた。しかし、明治5・6年にいたり、「諸仲間」の解放が相当強力におこなわれることとなっ
た。宮本又次氏の業績に基づいてこの点を検討すると次の如くである。すなわち、大阪では5年4月
に「一己ノ私利ヲ計ラン為、他人ノ己ト同業ヲ開クコトヲ妨ゲ、仲間連結シテ物価ヲ騰貴セシムルニ
至ル、其弊押テ府下ノ疲弊ヲイタシ諸人ノ苦ミト相成、開化文明ノ今日、有間敷筋二付自今諸仲間ト
唱候類ハ総テ解放申付、兼テ差出有之諸仲間名前帳ハ悉皆焼捨候、就テハ是迄仲間承知ノ上ナラデハ
開業不相成業体モ、以後ハ勝手二相営不苦候…」との達が出され、同主旨のものが、和歌山、滋賀
では同年2月に出され、東京でも、ややこみ入っているがほぼ5年中に勝手営業とされたようである
10）。そのほか京都でも、4年9月告諭をもって、株仲間的規制をおこなっていた市中商社を解散し、
6年2月には神戸で、同年10月には堺で、大阪同様に「諸仲間」が廃止された。
　では、このような改革ののちに、商品流通は円滑になったのであろうか。明治13（1880）年、大阪で
知事を勤めた渡辺昇は「事務引継演説書」において、次のように語っている。「此時機を幸ひとし、
冒険射利の徒一時輩出街蔑聾断遂に客商の跡を遠け、市場蓼々の状を兆するに至る」と11）。つまり、
同業者の取締法もなく、無資の好商が輩出し、商人相互の信用は地に落ち、物資の流通は停滞しはじ
めたのである。これは、かつての「株仲間」がもっていた営業独占にともなう弊害ではなく、自由競
争原則の急激な創出にともなう「弊害」であった。それ故に、このような「弊害」を除去するには、
株仲間的な、限定された同業者集団による独占的営業形態に代わって、加入制限がなく、自由に販売
競争がおこなわれ、かつまた取引にともなう信用が保証されうる制度乃至組織が必要とされたのであ
る。しかし、そのような組織はすぐに生まれてはこない。たしかに、この期に不正取引排除の目的で
結成された同業者の組合は、「加入金」、「振舞料」を課したり、組合外の同業者の売買を妨害するこ
となどを自粛して、行政当局に保護・認可を求めていたが、「株仲間再與相成候様申解し規則に反し
他の業体を妨げ」12）るようなものもあり、組合未加入者に対して鑑札を下付して保護するといった措
置が施されねぽならなかったのである。
　ところで、政府の同業者組織に対する対応には、自由競争を保証し、なおかつ不正取引やその背後
にある粗製濫造を規制するという視点からのみなされたのではないものもある。東京では、明治9年
3月から「輸出入の大なる商業については取引高に府税を課することとなったので、課税上の便宜の
見地から同業者が合議して組合を設置し現納しようとする場合はこれを認むる」13）という事例もあり、
収税対策としての同業組合認可が見受けられるのである。このような見地からの同業組合への対応
は、営業税賦課に関する大阪商法会議所への諮問にも現われており、同業者組織化政策の狙いのひと
つであったといえよう。
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　さらに、この同じ時期には、維新政府の財政基盤も、廃藩置県（明治4年）、地租改正（明治6年、
地租改正条例の公布）により整備されはじめた。金融面に現われていた「金札」の法外な発行や貿易
収支不均衡などに起因する諸困難を、国内産業（とりわけ輸出向けのもの）を育成し、正貨を蓄積す
ることによって取り除いてゆこうとする諸方策も具体化されようとしていた。内務省が勧業の中心的
機関であった時期では、さしあたり「直輸出」政策として議論されるが、明治10年代初頭の財政・金
融上の危機を契機として、「殖産興業」政策自体の転換との関連で問題とされるようになる。この点
は後に触れよう。
皿　商法会議所を中心とする同業者組織化運動の展開
　明治11（1878）年3月に設立された東京商法会議所工4）や同年8月に設立された大阪商法会議所15）も、
同業者の自主的統制機関の必要を訴えていた16）。ここではまず、大阪商法会議所の同業者組織化運動
を概括してみよう。その主な事例を掲げてみると、（1）明治11年9月、定式第2次会における「諸商業
仲間ノ成則ヲ設クル議案」17）の可決、（2）同12年6月、定式第18次会における「各商業仲間規則ノ議案
ヲ調製スル為メニ設クル綱領略目」18）の設定、（3）同年8月、臨時第7次会の議決をもとにした、大阪
府に対する「各商業仲間通常規則井其取締ノ事務取扱略則実施ノ義二付願」19）および「各商業仲間営
業鑑札等級ヲ定ムル方法及其取締事務取扱略則実施ノ義二付願」20）（9月17日提出）、（4）同14（1881）
年7月に府知事に提出された「大阪府下各商業仲間組合及ヒ商業取締上之義二付建議」21）などかある。
　（1）の内容は次の如くである。
　「政府束縛ヲ解テ農工商自由ノ権利ヲ有スルコトヲ得タルハ、万民ノ幸福ナリ。併シー利アレバー
害ヲ生ズルモノニシテ、方今商業ノ景勢ハ自己一身ノ商法二属シ、同業相扶クルノ法ナク、妊ヲ破リ
業ヲ勧ムルノ規律ナシ。（中略）…内国ノ商則未ダ確定セズ、其情状タル、要スルニー人一個ノ私意ヲ
縦ニシ、故ラニ利ヲ退ケ却テ弊ヲ進ムルモノト謂ハザルヲ得ズ。如此ナル状情ナレバ各国二対シテ貿
易ヲ為スモ国家ヲ富マシムル能ハズ、量二遺憾ナラズヤ。故二此時二際シテ内国ノ商業ヲ盛ンナラシ
メント欲セバ、先ヅ商則ヲ設ケテ悪習ヲー洗シ、利ヲ挙ゲ弊ヲ除クコトヲ議セザル可カラズ。（中略）
・後ノ束縛ノ弊ヲ将来二生ゼザル善良ノ取締規則ヲ設ケテ現在ノ悪弊ヲ除キ、大二我ガ国ノ商法上二
利益ヲ生ズルノ道ヲ立テラレンコトヲ希望ス。依テ左二数条ノ議案ヲ掲グ。
　第一条　今府下ノ諸商一般ノ景況ヲ熟視スルニ、同業ト難モ相扶クルノ法ナク、一人一己ノ利二趨
リテ全国ノ弊害トナルヲ顧リミズ、商事漸次二衰廃スルノ姿アリ。之レヲ大イニ振ハシメント欲スル
ニハ、規則ヲ設ケテ弊害ヲ除クノ方法ヲ立テザル可カラザル事。
　第二条　取締ノ方法ハ往昔ノ株ノ如キ束縛ノ法ヲ厳禁シ、公平ノ規則ヲ議定ス可キ事。
　第三条　　（略）
　第四条諸商ノ正則ヲ設クルニハ其商業二因テ自ラ異同アルモノトス。而シテ其正則ハ同業中同志
会盟協議シテ之レヲ設ケ、議案トシテ商法会議所二差出ス可キ事。
　第五条　此同業中同盟ノ仲間タル者ハ人員ヲ限ルモノニ非ズ、仲間ノ成則ヲ遵奉シ順序ヲ経テ加入
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ヲ乞フ者ハ同盟中協議ノ上加入セシム可キ事。
　第六条　同盟仲間ノ成則ヲ遵奉スルノ証ヲ表スルタメ、信認金ト称シテ積金ノ方法ヲ設ク可シ。其
金額ハ仲間中協議ヲ以テ其至当二定ム可キコト。
　第七条　（略）
　第八条　同盟仲間ノ成則ヲ破ル者、其重キハ社中ヲ除名シ積置キタル信認金ヲ没収スベシ。其軽キ
ハ仲間中協議ノ上至当ノ過怠金ヲ出サシメ、後来ヲ戒メム可キコト。
　第九条　同盟仲間中申合規則二連名スルモノ、モシ成則ヲ破リ社中ヲ除名セラル・者ハ則チ之ヲ破
廉肚トシ、或ハ其実蹟ヲ挙ゲ新聞上二掲載スルコトアル可シ。又社中ヲ除名セシモノハ同社中二於テ
之レト売買ヲ為スヲ禁ズ。若シ之ヲ為ス者アルトキハ、其除名ノ者ト同等ヲ以テ之レヲ論ジ除名スベ
キコト。
　第十条　　（略）
　第十一条　仲間中ニテ選挙サレタル惣代副惣代ハ、必ラズ商法会議所ノ議員タル可キ事。
　第十二条　仲間中ノ規則ハ、特二其仲間中ノ協議ノミヲ以テ設立スル時ハ、自己ノ私意ヲ恣ニシテ
往昔ノ株ノ如キ偏頗束縛ノ法ヲ設ケ、多少ノ妨害ヲ為スモ知ル可カラズ。故二先ヅ其正則ヲ設クル公
案ヲ仲間中ニテ協議シ、而シテ必ズ之レヲ商法会議所ノ公議ニカケ、其商業仲間ト他ノ商業仲間トニ
於テモ故障ナキノ協議ヲ尽シ、決議ノ証ヲ得テ之ヲ府庁二上申シ、許可ヲ乞フ可キ事。
　第十三条　（略）
これによると、営業に関する「自由ノ権利」がうちだされたのは好ましいことであったが、①未だ
「商則」がないため商業の振興がはかられないから、自由営業にともなう「弊害」を除去する規則を
設ける必要がある。しかし「株ノ如キ束縛ノ法」はとるべきでない。②「同盟仲間」の「申合規則」
を作成する場合、まず同業者が集まり、そこで草案を作ること、ただし同業者の人員を制限してはな
らない。③「同盟仲間」で作成した規則を「遵奉」することの証しとして「信認金」を提出する。④
この規則を破った者に対しては、除名および「信認金」の没収、あるいは「過怠金」を課するほか、
除名者を新聞に掲載したり「同盟仲間」との売買を禁止するなどの罰則を設ける。⑤規則の作成にあ
たっては、必ず商法会議所と連絡をとるほか、作成されたものは商法会議所の公議にはかったのち府
庁に上申し許可を得る、といった内容が規定されていた。これに従って「申合規則」を作成し、府に
許可を乞う老が出てきたことに対応して、大阪府でも商法会議所に、明治12（1879）年3月に諸商業
仲間申合規則に関する取り調べを命じ、さらに同月、一般に対し「夫々規則相立可申出」と令達して
いる。
　（2）の「綱領略目」は、「仲間規則」を作成し、商法会議所へ提出する件数が増加してきたのに対応
して、この規則の雛型を作成し、それによって規則作成とその審議を容易にしようとしたものであっ
た。主旨は（1）と同じであるが、「信認金」の等級、およびそれに対応した議決権の軽重が規定されて
いるほか、役員の職務規定などが含まれている。そのほかにも、この会議では「仲間規則ヲ実施スル
ニ及ンデハ、必ラズ府庁ノ保護ヲ仰」がなけれぽならない関係上からも、「各区長二臨席ヲ乞フ」こ
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とを府に建議することが決定されている。
　（3）の願書は、商法会議所が「商業取調御用」や「商況調査」を履行するための必要から、および府
会で議決された営業税賦課の方法をめぐって、府知事に提出されたものである。そのなかでは、「仲
間」の中から「総代」・「副総代」を選び、彼を商法会議所の「客員」とすることを規定し、商況調査
および商法会議所からの質問に答える任を与えている。また、営業税賦課に関しては、「営業税ノ等
級ヲ定ムルハ商業高ヲ以テスルヲ正当トスト錐ドモ、目今未ダ各商業上ノ帳簿整頓セザル」状態なの
で、「仲間ノ取締」が調査することとしている。すなわち、納税を「仲間」組織を活用することによ
って遂行するという提案をしているのである。しかし、税の等級を「信認金」の等級で代替すること
については、「信認金ハ専パラ信用ヲ拡充シ営業上前途進取ノ目的ヲ以テ、其ノ随意二之が多額ヲ積
立」てたものであるから、代替しえないとしている。これらの願書に対して、大阪府知事は、明治12
（1879）年9月、若干の修正の後に、「一般ノ規則制定候迄聞置候」としている。
　このような経過を辿りながら「同業組合」規則の申し出が奨励されたが、十分な成果は得られなか
ったようである。宮本氏はその理由として、「仲間組合の設立は会議所認可の同業者中の私約に止ま
り、まだ公然官より定めた依るべき制規があったわけではなかった」ことを指摘されている22）。
　その後も大阪商法会議所は同業老組織化を推進し、14年にいたって（4）の建議をおこなった。それに
は、①商業を営もうとする者は、旧来の類別ごとに、さらに卸売・仲買・小売に分けて営業鑑札を府
庁より下付し、この鑑札を受けてない者の営業は禁止する、②同業者は「仲間組合」を設立し、「申
合規則」を定め、大阪商法会議所の議決を経たのち府庁から認可を得ること、③商業を営もうとする
者は必ず「同業仲間組合」に加入すること、などが述べられていた。したがって、（1）の議案などと較
べると「組合」への加入強制はかなり強力になったといえよう。
　かくて、大阪府も明治14（1881）年10月、「大阪堺市街商工業取締法」を布達し、ここに「仲間組
合1は拠るべき法規を得た。それによると、「大坂（接近郡村トモ）及堺市街二於テ同種ノ業ヲ営ム
商工ハ各同業毎二両市街限リー致団結シ便宜仲間申合規約ヲ設ケ本府ノ認可ヲ得テ履行スベキ事」と
され、「申合規約」に編入すべき事項として、①不正品取扱及び違約者等の取締法、②他の「仲間」
に対する関係、③自他の「公害」を予防スル方法、④取締人選挙法及びその権限、などが規定されて
い1る23）。たしかに、「公規公布相成候迄」の暫定法ということもあって、罰則規定をともなわず、し
かも組合への強制加入という点では直接には何も規定していないが、商法会議所等の努力によって府
下に成長してきた同業組合を前提としてこの法が布達され、その後急速に同業組合数が増加してくる
こ、とを考えれぽ、行政の側からの同業者組織化政策の大きな前進であったといえよう。
　，L／上の概括から、いくつか重要な点を指摘すると次の如くである。すなわち、商法会議所の同業者
組織化運動は、「営業の自由」原則のまえに生じた好商の暗躍、粗製濫造、物資流通の渋滞を、同業
　　
者の組織化により自主的に解消しようとしたものであった。しかし、法による規制がない限り限界が
あるので、「営業の自由」原則を、組合加入制限や未加入同業者に対する営業妨害をなさないことな
どで守りながら、同業者組織の法認化をめざしたのである。この背景には、大局的には機械制工業の
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未発達が存在しているといえよう。すなわち、品質一定の大量生産がいまだ一般的でない故に、粗悪
品の混入による詐欺的取引が、しぼしぽ売買を混乱させえたのである。また、それのみならず、大阪
府下における同業者組織化が、商人層を中心にきわめて雑多な業種にわたって展開したことを考えた
場合、それぞれの資本が小さく、結集して不正取引を防止しないことには共倒れとなってしまう可能
性が大きかったのである。また、この運動を行政の側からみれば、諸営業取締と租税徴収のためにき
わめて有意義であった。すなわち、営業鑑札の下付による諸営業の掌握と諸通達の徹底や、営業税徴
収が、同業者組織のルートを通じて速やかになしうるからである。
皿　同業者組織化政策の展開
　前項では、商人の利害を中心とした同業者組織化運動と、行政当局の対応を中心に検討したが、同
業者組織化は明治10年代に重要な産業振興政策のひとつとして、種々の産業にも展開される。ここで
第1表明治前期の貿易動向 単位1000円
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・△は、入超
・※のその他とは、真綿、婁斗糸などを含む。
・『日本貿易精覧』（東洋経済新報社刊）の数値を使用。
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第2表　金融閉塞・経済的危機の諸指標
』一@　　　＼一一＿　　年　　　　次@　項　　　　目　＼＿
1876年
ｾ治（9
N）
1877年
i10年）
1878年
i11年）
1879年
i12年）
1880年
i13年）
1881年
i14年）
1882年
i15年）
政府紙幣・銀行紙幣流通高合計（1，000円）106，8911 9，149165，697164，354159，366153，302143，754
国　庫　準　備　正　貨　高（1，000円）15，1715，11517，8379，9677，16612，69916，730
紙　幣に対す　る　準備率（％） 14．2 12．7 10．8 6．1 4．5 8．3 11．6
紙　　　幣　　価　　　値（対銀貨1円）
?
1，0331，099 1，212 1，4771，696 1，571
玄　米　1　石　東　京　相　場（円）
?
5，1506，2008，2101013010，4858，755
鯨鮒金利（％、／、翻肚　　　　　　　　　　　h。，。。。円肚 ???10．00
P0．00
X．90
12．80
P2．60
P0．60
12．80
P2．20
P2．80
15．50
P3．80
P4．10
14．20
P4．10
P3．80
10．90
P0．30
V．65
　・紙幣流通高・正貨高は年末現在、紙幣価値は各月平均、玄米相場は平均、貸付金利は12月平均
　・紙幣流通高・正貨高は単位未満きりすて
『岩波講座日本歴史』14所収「殖産興業と在来産業」（近藤哲生氏著）の表5「1877－1881年経済的危機の諸
指標」より転載。
は、「殖産興業」政策の新たな展開方向として、同業者組織化運動を検討しよう24）。
　明治10年代にいたって、一貫した貿易の入超、正貨流出、および明治10（1877）年の西南戦争時に
おける不換紙幣の再増発、国家経費の膨張などにより、経済的危機は一層深刻なものとなった。この
点について、貿易の入超傾向については第1表を、金融事情の悪化については第2表を参照されたい。
その上、政治的にも、自由民権運動の高揚により、政府は重大な危機にみまわれたのである。その
ため、工部、内務省を中心とした従来の「殖産興業」は大きく転換せざるをえなかったのである。そ
のことは、明治13（1880）年11月の「工場払下概則」の公布と14（1881）年4月の農…商務省設立に端
的に示されている。しかし、転換後の「殖産興業」政策の基調は、すでに明治12（1879）年、当時
内務省勧農局長であった松方正義が提出した「勧農要旨」25）に見受けられる。そこにおいて松方は、
農業不振を打開する方法として、自由放任も政府の直営、代行もともに否定しながら、「抑勧農ノ設
タル今日ノ最急務ニシテ、即チ政府力斯民ヲ保護スルノ厚意二基クハ固ヨリ論ヲ待タストイヘトモ、
実二時勢民情ノ已ムコトヲ得サルニ出ツルモノニシテ、決シテ政府力徒二事ヲ好ミ功ヲ貧ポルノ地ニ
アラサル」ことを指摘している。そして、富岡製糸場、堺紡績所、下総牧羊場などの政府の直営事業
を「一時ノ仮設」であるという見解とともに、人民に対する勧業資金貸与に関しても、「公益二使用
スヘキ貴重ノ金額ヲ分割シテ護ニー郡一家ノ私便ヲ資クルトキハ、是千萬人ノ勤労ヲ奪テー二人民ノ
産二附益スルナリ、是豊政府力遽遍ヲ同視シテ甲乙ノ幸福ヲ均一二保護シ、一般普及ノ公益ヲ謀ル所
以ノ本旨二副ヘリトイフヘケンヤ」と否定的見解を示している。さらに、それらに代わって、勧農
は「人民独立ノ体面ヲ保護」することや「人民自為独立ノ気勢」を促進することを基本にすべきこと
を述べている。ここに当時の中心的政策担当老の、勧業に対する姿勢の変化をみてとることができよ
う。
　この点はさらに、農商務省創設過程において明確となる。すなわち、「農商務省創設二対スル参議
大隈重信、参議伊藤博文建議」26）（明治13年11月提出）では、「抑モ農商事務局ノ第一ノ要務タル農商
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管理ノ事務即チ博ク奨励保護＝関スル法制ヲ案シー定ノ規則二拠リテ公平不偏治ネク農商ヲ誘導スル
ノ事ハ第ニトナリ稽々奨励保護ノ区域ヲ瞼越シテ自ラ事業ヲ興起シ若クハ資金ヲ貸与シテ直二農商ノ
営業二干渉シ僅々数名ノ農商ヲ庇保シ其成蹟ヲ以テ他ノ模範ト為ス」という現状を改め、「農商管理
ノ事務」（傍点は引用者）を主とすべきだと述べられている。この建議に基づいて農商務省が創設さ
れ、かくて同省においては「間接誘導方針」27）乃至「間接的勧業」28）方針がうち出されることになるの
である。
　そして、この方針は、明治10年代初期の経済的危機の一要因、すなわち、貿易面における入超と正
貨流出、の防護策である「輸入防遇・輸出振興」政策および「直輸出」政策においても貫徹されてい
る。すなわち、輸出入品中多額に登る諸商品の勧業諸会を開き、各営業者の経験交流、褒賞制度等に
より改良普及に務めるほか、営業者みずからに団体をつくらせ、それに依拠して改良・増産をはから
せ、現状を打破しようとしたのである。たとえぽ博覧会・共進会だけでも第3表の如く開催されてい
る。ここでは、当時の輸出総額中に大きな割合を占めていた緑茶と生糸に注目し（第1表参照）、「茶
業組合準則」および「蚕糸業組合準則」の成立過程で構想されていた同業組合の役割を検討し、のち
に問題とする「同業組合準則」布達の政策基調を確認しておこう。
第3表松方デフレ期における博覧会・共進会の開催回数
年次（明治）
1881（14）年
1882（15）年
1883（16）年
1884（17）年
1885（18）年
博　覧　会
6回
7
6
13
9
共進会 u・生纈係隣関劇稲作・米穀関係
　8回
15
36
65
110
5回
11
25
26
36
6回
5
9
15
1回
1
10
15
29
　・博覧会・共進会とも数府県連合開催のものも含む。
　・取扱品目別の共進会回数は、一共進会で複数の品目に及ぶ場合、それぞれに1回を加算、また、会の種
　　類が農産物などとなっている場合は数に入れていない。
『明治前期産業発達史資料』第4集（1）、（2）、（3）、別冊（iりの一、の博覧会掛ないし博物局の各年博覧会表・共
進会表より作成。
　1．茶業組合の構想
　明治10年代において、茶業者組織化は、共進会、集談会などで常に議論され、国や府県も組織化を
促している。明治12（1879）年の「生糸・繭・製茶共進会」、その参加者中の熟達老をもって開かれ
た「茶事集談会」、同16（1883）年の「第二回製茶共進会」、前回同様に開かれた「製茶集談会」な
どは、中央レベルで開かれた会として、茶業政策に大きな影響を与えている。「第二回製茶共進会審
査報告書」29）によると、明治14年以降の茶輸出減少の原因が、地方茶商による精粗の混瀟、「粗穐ノ荷
造」、売入商・仲継商による更なる精粗の混濡、外商による再び精粗を混濡した再製、着色などにあ
るとされる。それ故このような状態を打破するには「同業者一致団結シ内ハ以テ製造者販売者ノ宿弊
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ヲー洗シ外ハ以テ自由ノ販売方法ヲ計画シ貿易市場二於テ制圧セラルノ患ヲ避クル」30）ことが必要だ
としている。
　さらに、引き続いて同年10月に開かれた「第二回製茶集談会」では、（1）「茶業ノ革沿及ヒ現時ノ状
況」、（2）「製茶販売ノ沿革及ヒ現時ノ状況」、（3）「粗悪ノ製法ヲ矯正シ品位ヲ改良スルノ意見」、（4）「貿
易ノ弊害ヲ除去シ海外ノ販路ヲ拡張スルノ意見」、という問題項目に沿って会がもたれた3D。そして、
参加者より（3）項で15、（4）項で8に及ぶ「意見書」および「改良盟約」が提出され、貴重な会となっ
た。（3）項については、問題の「説明」において、「改良組合ヲ各地二設ケ以テ其弊害ヲ矯正シ品位ヲ
改良スルハ実二今日ノ要務」32）とされていたのであるが、議論が進むなかで「粗悪茶」を防止するた
めには全国的な取締法が必要であると同時に、「改良組合」を設けて同業者を組織する必要のあるこ
とも確認された。そして、「贋造不正茶禁止之建議」の提出と組合設置推進の決議となる。（4）につい
ては、その「説明」において「衰勢ヲ挽回シ各自営業ヲ保護スルノ要ハ蓋シ再製荷造所ヲ各産茶地方
二設ケテ海外直輸ノ準備ヲ為シ協会ヲ組織シテ…」33）とあり、議論もこの「説明」に賛意を示したも
のぼかりであった。とりわけ「協会」は、直輸出34）をなす前提として「最必要」という意見も出さ
れ、「日本茶業協会」設立にむけての建議案ならびに同会規則が作成された。
　このような動きに呼応して、明治17（1884）年3月に、政府より「茶業組合準則」35）が布達される
のである。この「準則」では、①製造・販売に携わる茶業者は、ともに一定の郡区町村内で組合を設
置すべき事、②組合の目的としては、a異物、粗悪品の混入、着色の禁止、　b乾燥・荷造を「正規」
に行なう、c製品には組合名、製造者名・販売者名を付与して品質に責任を負う、③各組合員は府県
庁の検印を受けた証票を携帯する事、④各府県下で取締所を一ケ所設け、組合を統轄する事、などが
規定されていた。その特徴は、事業関係者全員を対象に組合を組織させようとしていること、製品自
体の品質を問題として組合委員に検査権限を与えており、組合名がその茶の品位を示しうること、ま
たそのこととの関連で、組合が営利活動に直接関与していること、などである36）。
　2．蚕糸業組合の構想
　生糸流通の場合、横浜の生糸売込商の果たした役割が大きい。明治6（1873）年1月に公布された
生糸製造取締規則、3月に公布された生糸売買鑑札渡方規則により、製造人一地方改会社一横浜生糸
改会社という流通径路が設けられ、横浜生糸改会社設立に参画した三越、小野、原、茂木といった売
込商の地位が優位性をもつようになり、さらに14（1881）年の「連合生糸荷預所事件」を経験しなが
らも、「売込商体制」37）は前貸金融を媒介としていっそう強固なものとなった。第4表の如く、明治10
年代の後半には輸出生糸のほぼ全部を彼らが牛耳るようになるのである。また、製糸技術の面でも、
明治10年前後に器械製糸が大きく伸び、11（1878）年には666の器械製糸場が存在していたのである。
そのほか、群馬、福島などでは地方荷主が中心となるか比較的大規模の製糸家が中心となって、座繰
小経営が結合し、共同揚返しを行なうことにより、器械捻造糸に近い品位の捻造糸を生産するように
なっている。この「売込商体制」と製糸業の技術的発展の下で同業老組織化もすすめられたのであ
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第4表生糸売込商と輸出高の対比
年 次篶続驚生糸輸出、念・1・・
千斤 千斤 ％
1873（明治9） 894 1，056 84．6
80（　13）1，2861，461 88．0
82（　15）2，560 2，884 88．8
83（　16）3，0603，121 98．2
84（　17）2，3502，098112．0
85（　18）2，4992，457101．7
86（　19）2，7292，635103．6
87（　20）3，2603，103105．1
『横浜市史』第3巻上p．584より転載
なお、明治21年の数値は省略
り、種々の点でそれらに規定されていたと思われる。さ
しあたり明治16（1883）年5月に開かれた「製糸諮訥会」
と同18（1885）年6月に開かれた「蚕糸集談会」に注目
してみよう。
　「製糸諮訥会」では、（1）開港以降の蚕糸製造販売の沿
革、（2）現今の景況、（3）蚕糸粗製濫造を矯正し、同一品位
大量製造をはかり、海外販路を拡張すること、という項
目で回答が求められた。そこではまず、地方製糸家・荷
主から、「連合生糸荷預所事件」の余波、紙幣整理にと
もなって生じた金融閉塞、および1882年恐慌などの故
に、経営難に陥っていることが一様に述べられている38）。
また、「坐繰器械ノ良善ナルモノハ今尚十分ノ三位其他ハ粗製ナル在来ノ座繰ニシテ何分従来ノ悪習
ヲ脱セス又其間姦商アリテ粗悪ノ提糸ヲ買ヒ」、産地名称を偽ったり、鉛などを用いて重量をごまか
すといった状態が存続していることも指摘されている39）。さらに（3）に関する議論では、取締法制定や
検査所の設置、蚕糸協会の結成、営業資金融通方策の実施などを求める意見が多く出され、最終的に
は6項目に及ぶ「奉答」文40）の作成に帰結した。その内容は、蚕糸協会の設立、地方製造人の組合設
置、地方への正金銀行・日本銀行の支店開設、横浜への生糸検査所設立、商標条例の発行、直輸出の
ための一社を横浜に設けること、であった。
　さらに、2年後の「蚕糸集談会」においても、3項目にわたる問題提起があり、第3項目は、「蚕
糸組合設立二就キ障碍ノ有無並二養蚕製糸ヲ両組合トナシ若クハー組合トナスノ便否」ということで
あった。これに関する議論では、大日本蚕糸協会幹事長河瀬秀治から、「中央政府二於テー定ノ規律
ヲ定メー国全体二向テ之（組合……引用者）ヲ保護セラル・」41）必要のあることが提起された。その
後、同様に「準則様ノー大綱領」を求める意見が多く出され、「養蚕々糸条例頒布之儀二付建言書」42）
に結実する。それによると、蚕糸業者が準拠するべき条例等がないために、品質の改良がなされない
ばかりか、改良がなされていても一定の方向がないためパラパラの品位となっているから、欧米の信
用も得られない。「故二此際政府二於テ厳正ナル条例ヲ発布セラレ組合ヲ組織セシメ該条例ノ範囲外
二於テハ養蚕々糸ノ業ヲ営ム1ヲ得サラシメン1ヲ」希望している。さらに、17条から成る「蚕糸組
合組織目的」43）も提出されたが、その内容は同年11月に布達される「蚕糸業組合準則」とほぼ同じで
あった。ri蚕糸組合組織目的」においては、①蚕糸業に従事する老は製造・販売を問わず一定の郡区
町村内で組合を設置すべき事、②組合に加入しない者は営業できない、③組合の目的として、a、良
質の繭を確保するため、良種を選び、蚕卵の検査法を設ける、b、繭や生糸の売買には組合名、製造者
名、販売者名を製品につけておく、c、重量のごまかし、良否混瀟などの不正をしない、　d、生糸の
検査法を設ける。④各組合員は管轄地方庁の検印を受けた証票を携帯する、⑤組合規約を破った老に
対しては、管轄庁に上申し、証票を取上げる、⑥各府県には取締所を設け各組合を統轄する、⑦蚕糸
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組合中央本部を設け、各取締所を統轄させる、などが規定されていた。しかし、「準則」では②と⑤
の規定は削除されており、組合への加入強制や罰則を、「準則」で直接規定することは、なるぺく避
けようとしたようである。
　以．ヒの検討から、蚕糸業組合に求められているものは、まず第1に、茶業組合と同様に蚕糸業組合
も、生産物の品質や荷造りなどの検査機能を持ち、粗製濫造を防止し、品質を一定にする手段となる
ことである。第2には、流通してゆく商品に組合名を付すことにより、その商品に信用を得させると
同時に、小規模の生産者が、地方荷主等の介在を省略しうる可能性を生みだすことである。第3に、
組合一府県取締所一中央部、という統轄体系の末端に位置づけられ、最大の輸出産業として該産
業を国を挙げて発展させるための一分枝となることであった。
VI　r同業組合準則」の布達
明治17（、884）年・・月に濃醐省達第37号「同麹合準則」カ・布達された・・の準則は・全産業
を対象とした同業老組織化方針の最初のものである。前述の如く、この準則が布達されるまでには、
商法会講を中心とした営業者自身の同業翻織化翻が慣して存在していたのであり・該準則策
定を促す重要腰因であ。た．しかし、それと同時に、政府の勧業蘇膿醐省設立を前後して・
間接的勧業方針に変化していったことも重要な要因であった。
さて、胴業組合準則の内容は以下の如くであ。た・4・．蝋「同業zme合・結・規約ヲ定メ蝶
上福利。増進艦悪・轄・駈ス・レヲ図・レ者不離処往棋目的・達ス・レ・ト能・・サ・レ趣付轍
同難合準則相定候条向後組合・設槻約・作リ認可・請・者ア・レトキ・・此準則・基・キ可取扱旨相
達候事　但認可ノ都度当省へ届出ツヘシ」として、9条から成る条文が示された。すなわち、「
第一条　農工商ノ業二従事スル者ニシテ同業者或ハ其営業上ノ利害ヲ共ニスル者組合ヲ設ケソトスル
　トキハ適宜二地区ヲ定メ其地区内同業者四分ノ三以上ノ同意ヲ以テ規約ヲ作リ管轄庁ノ認可ヲ請フ
　可シ
第二条　同業組合ハ同盟中営業上ノ弊害ヲ矯メ其利益ヲ図ルヲ以テ目的ト為ス可シ
第三条　同業組合ノ規約二掲クヘキ事項ハ左ノ如シ（8項目あるが、組合の名称、事務所の位置、目
　的、方法、役員の選挙方法及び権限、加入、脱退の規定、違約者処分の方法、などである。）
第四条　組合ノ設アル地区内二於テ組合員ト同業ヲ営ム者ハ其組合二加盟スヘシ但事業ノ規模及ヒ趣
　向ヲ異ニスルカ為メ加盟シ難キカ或ハ加盟ヲ拒ムヘキ事情アルトキハ管轄庁二申出テ其認定ヲ請フ
　可シ
第五条　同業組合ハ同業組合ノ資格ヲ以テ営利事業ヲ為スコトヲ得ス
第六条　同業組合ハ総テ其事蹟及ヒ費用決算表ヲ毎年管轄庁二報告ス可シ
（七・八・九条は略）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
主な点は、同業者間の福利と「濫悪ノ弊害」の除去をめざして、（1）一定地域の同業者の3／4の同意で組
合が結成され、管轄庁より認可されたら、他の同業老は原則としてそれに加入しなけれぽならない、
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（2）組合規約としては、目的、加入・脱退の方法、違約者の処分法などが必要である、（3）組合は営利事
業はおこないえない、などである。さらに、「同業組合準則二付府県伺指令」45）をみると、組合規約違
約老の処分に関しては、組合の処分として、違約金の徴収、組合加盟者との取引中止、新聞等への処
分の掲載等を認めているほか、この処分を拒否する者に対しては「司法ノ処分二附スヘシ」（18年3
月）と指令されている。ところが、県が組合加入の必要を認めているにもかかわらず、加入しない者
に対する措置として、県が営業停止を命じうるか否かについては、「追テ何分之儀相達スヘシ」（18年
5月）としている。したがって、この時期では、どちらかといえぽ行政側から、強力な罰則規定を設
けてまで組合加入を強制したり、違約者処分をすることには中央政府は消極的であったと思われる。
　その後、明治18（1885）年8月、農商務省達第35号において、「本省第三十七号同業組合準則ハ専
ラ管下重要物産ノ改良蕃殖二関スル農商工業老ノ組合二限リ適用スル儀ト可心得」46）とされた。
　ところで、この「準則」の勧業政策上における役割は何であったのだろうか。まず指摘されなけれ
ぽならないのは、松方デフレ下にあって、自由競争の「弊害」に未だ対抗しうるだけの資本も生産力
も備えていない在来産業を、同業者自身の結集により間接的に保護してゆく意義をもっていたことで
ある。第2には、農商務省創設を前後して具体化されてきた、勧業諸会開催による間接的勧業を、同
業組合という恒常的組織を通じて、より効果的に推進するということである。しかし、今一つ重要な
問題が残されている。「茶業組合準則」や「蚕糸業組合準則」と「同業組合準則」を比較すると、取
扱商品に対する検査に関する条項が後者に欠如している。製造業を対象とした同業組合であれぽ、生
産物の検査こそ、粗製濫造に対して最も効果的であることは想像にかたくない。しかし、流通過程を
対象としている同業組合であっても、品質、荷造、規格性が同様に問題とされなければならない。そ
れ故、この検査に関連した問題や加入強制の不完全さのため、まさしく「重要物産」の同業組合は、
明治20年代の企業勃興期を経過するなかで、「準則」に甘んじることはできなくなるのである47）。
むすびにかえて
　本稿においては、明治10年代において、生産と流通の両過程で、「同業組合」が普及するのを見て
きたが、両過程における「同業組合」の役割には大きな相違点があると思われる。流通過程における
「同業組合」は、封建的流通機構解体ののち、松方デフレ下で、まずもって共倒れを防止することに
力点があり、いわば「守り」の手段である。それに対し、生産過程に対応しているそれは、とりわけ
輸出産業を中心に、同一品位、多量生産をめざす、生産過程に足場をもつ中小経営の「統合」に力点
があり、いわぽ「攻め」の手段である。
　このような相違を認めるとすれぽ、企業勃興期、産業資本の確立期には、これらの相違はいかなる
形態をとることになるのか。一つの手がかりが、重要物産同業組合法の成立と「準則」の残存にある
と思われる。この点については今後の研究において深めていきたい。
　また、従来、「同業組合準則」の性格をめぐって、それを「絶対主義的規制、把握」とする見解と、
「営業の自由の基本原則の範囲内」とする見解のあることが指摘されているが49）、該準則の形成過程
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や条文をみる限りでは後老の見解の方が納得しやすい。ただし、「後進国日本においては、経済構造
の発展に先行して政治的ないし法制的構成が、その内実の基礎をもたずに形式性において与えられる
傾向にある」49）という命題もきわめて重要と思われる。したがって、この点に関しては、個々の同業
組合の実証分析が不可欠であり、本稿では結論を出しえなかったので、この点についても後日の研究
課題としたい。
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　13）　由井常彦　前掲論文　86－87頁参照。
　14）　明治16（1883）年には東京商工会、同24（1891）年には東京商業会議所と改称。
　15）　明治14（1881）年には大阪商業会議所と改称。
　16）　商法会議所の設立について、永田氏は、「何よりもまず官府の諮問機関たることがその有力なる設立動
　　機であった」が、それと同時に「下からする必要性がまた強くからみあっていた」とされ、東京商法会議
　　所創立老の一人である渋沢栄一の言葉や、大阪商法会議所設立の儀願書に依拠して、「明治維新によって
　　旧幕時代から維持されてきた商業上の組織慣行が崩壊し、商業活動の沈滞の中にあってそれからいかにし
　　て脱却するかが大きな課題」となっており、商法会議所設立が、その「突破口を見出さんとする動きの一
　　つ」であったとしている（永田正臣　前掲論文　参照）。
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17～20）　『五代友厚伝記資料』　第2巻　東洋経済新報社　1972年　180－228参照。
21）・22）宮本又次　前掲書　192－195頁、189頁参照。
23）　『明治大正大阪市史』　第6巻　729－730頁参照。
24）従来「殖産興業」政策の推移についてはかなりの研究蓄積があり、最近のものとしては、永井秀夫「殖
　　産興業政策論」（『北大文学部紀要』第10号　1961年）、石塚裕道『日本資本主義成立史研究』（吉川弘文館
　　1973年）、上山和男「農商務省の設立とその政策展開」（r社会経済史学』第41巻3号　1975年）、近藤哲生
　　「殖産興業と在来産業」（『岩波講座日本歴史』　第14巻所収　1975年）、田中豊喜・浅田毅衛『殖産興業
　　政策史論』（笠原書店　1978年）などがある。しかし、本稿では、同業者組織化との関連に着目し、該政
　　策を取り上げているので、その一部に触れるにすぎない。
25）　『明治前期財政経済資料集成』　第1巻　522－530頁参照。
26）　『明治前期勧農事蹟輯録』　66－67頁参照（以下引用の際は『輯録』と略記）。
27）石塚裕道　前掲書　297頁。
28）上山和雄　前掲論文　50頁。
29）　『明治前期産業発達史資料』別冊（106）二　参照（以下引用のさいは『発達史資料』と略記）。
30）　『発達史資料』別冊（106）二　65頁。
31）・32）・33）　『発達史資料』第9集　②　4－5頁。
34）　直輸出については、在ニューヨーク領事高橋新吉の「製茶直輸出一件意見」（『輯録』1340頁）におい
　て、「例ノ先見ズノ猪武者同様二果シテ然ルガ如キハ必ズ将来好結果ハ無覚束」と否定的意見が述べられ
　ている。また松方財政下では大隈財政下と異なり、概して直輸出に消極的である。ちなみに、明治17年7
　月には「外国人為替取組手続」も設けられ、外商に対する融資も本格化している。
35）　『輯録』1341頁。
36）検査制度は、明治19年2月に出された「内務農商務省達第2号」において「製茶検査法ヲ設ケ其正否ヲ
　鑑別スル事」が「準則」中に加えられ、一層鮮明になる。また組合組織化の方法については、同20（1887）
　年12月にこの「準則」にかわって出された「茶業組合規則」において、製造・販売の段階に応じて組合結
　成を可能としている。また組合の営利性の点では、該規則では「組合員ハ組合ノ名義ヲ以テ営利事業ヲナ
　スコトヲ得」と規定されている。さらに、違約者処分については、「準則」が組合の設置、品質などにつ
　いて、「…スヘシ」、「…セサル事」と強制的であったが罰則を設けていなかったのに対し、該規則では罰
　則規定も設けられている（『輯録』　134－1346頁）。
37）　海野福寿氏は、この体制を「売込商の流通独占と生産支配の体制」と規定されている（『明治の貿易』
　塙書房　1967年）。なお石井寛治氏は生糸売込商の性格について、改会社段階では、権力との結合によっ
　て利益を確保しえた、いわば前期的商人の類いとみなし、1880年代のそれについては、「前貸金融」とい
　　ういわぽ経済内的強制によって地方荷主・製糸家を支配している商人とみている（『日本蚕糸業史分析』
　東京大学出版会　1972年115頁参照）。
38）　たとえば、長野県「友誼社」の鷹野正雄は、「昨年ハ横浜荷領所ノ紛議ノ余響ト洋銀相場ノ変動トニヨ
　　リ大二困難ヲ来セリ本年一月以来復タ洋銀ノ変動二際シ製糸家ノ困難名状スヘカラサル勢」と述べている
　　（『発達史資料』　第8集（4）「製糸諮訥会記事」77頁参照）。
39）・40）　『発達史資料』　第8集（4）「製糸諮詞会記事」78－79、138－155頁。
41）・42）・43）　『発達史資料』第8集（4）「蚕糸集談会記事」53、62－71頁参照。
44）°45）°46）　『輯録』455、456－460、455－456頁参照。なお46、の達の布達理由については、「農商務省第五
　回報告」（『発達史資料』別冊⑳一）に、「去十七年第三拾七号ヲ以テ同業組合準則ヲ達シ実施ノロ尚浅キ
　モ同業者ノ組合頻リニ起リ極メテ項々タル商工モ亦之ヲ設ク……微々タル商工業二至ル之ヲ適用セシムル
　ノ主旨ニアラス」（154頁）とある。
47）加入強制については、「準則ノ主旨ハ良ハ則良ナリト難モ素ト制裁力二乏シキヲ以テ未タ充分二保護検
　束ヲ施スノ効ヲ有セス」（『発達史資料』別冊17←）の「明治十八年農商務省報告（第五回）」商務局の項を
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　参照）として当局自身も認めていた。ちなみに、明治33（1900）年法律第35号「重要物産同業組合法」で
　は、織物、米雑穀など農商務大臣が認定した重要物産の同業組合が設立された場合、加入しなければ罰金
　を徴収されることとなっている。また、小池金之助氏の研究によれば、明治19年の調査で、該準則に勢い
　を得て組織された組合数は商業組合628、工業組合404、商工業組合547、合計1579であったとされている。
　　しかも大正6（1917）年段階での「準則組合」は240余種にも及び、履物業、煙管業、はてはやきいもの
　同業組合に及んでいるとされている（小池金之助『同業組合及準則組合』昭和図書株式会社1939年参照）。
48）上山和雄　前掲論文　67頁参照。
49）大石嘉一郎r日本地方財行政史序説』御茶の水書房　1978年版　2頁参照。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（博士後期課程53入学）
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